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1.  平成21年3月期第1四半期の連結業績（平成20年4月1日～平成20年6月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

21年3月期第1四半期 24,681 ― 1,042 ― 1,141 ― 672 ―

20年3月期第1四半期 23,719 5.4 1,269 18.1 1,375 9.3 814 △4.2

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期純利

益

円 銭 円 銭

21年3月期第1四半期 7.42 6.54
20年3月期第1四半期 8.99 8.11

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

21年3月期第1四半期 102,325 54,870 53.4 603.31
20年3月期 100,396 53,764 53.4 590.96

（参考） 自己資本   21年3月期第1四半期  54,688百万円 20年3月期  53,577百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  
 

1株当たり配当金

（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

20年3月期 ― 4.00 ― 4.00 8.00
21年3月期 ― ――― ――― ――― ―――

21年3月期（予想） ――― 4.00 ― 4.00 8.00

3.  平成21年3月期の連結業績予想（平成20年4月1日～平成21年3月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  有  
 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期連結累計期間 50,500 ― 2,000 ― 2,100 ― 1,400 ― 15.44
通期 101,000 3.6 4,100 △9.4 4,300 △6.6 2,700 △2.1 29.79

4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  

（注）詳細は、３ページ「定性的情報・財務諸表等」４．その他をご覧ください。  

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの） 

（注）詳細は、３ぺージ「定性的情報・財務諸表等」４．その他をご覧ください。  

(4) 発行済株式数（普通株式） 

＊業績予想の適切な利用に関する説明、その特記事項 
1.連結業績予想に関する事項につきましては、平成20年５月12日発表の予想数値を第２四半期連結累計期間、通期ともに修正しております。 
なお、業績予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報を前提に算出したものであり、実際の業績は異なる結果となる可能性があります。 
上記の前提条件その他の関連する事項については、３ページ「定性的情報・財務諸表等」３．連結業績予想に関する定性的情報を参照してください。 
２．当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第
14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。  

新規 ― 社 （社名 ） 除外 ― 社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 21年3月期第1四半期  98,221,706株 20年3月期  98,221,706株

② 期末自己株式数 21年3月期第1四半期  7,574,458株 20年3月期  7,560,924株

③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 21年3月期第1四半期  90,648,416株 20年3月期第1四半期  90,613,425株



定性的情報・財務諸表等

１．連結経営成績に関する定性的情報

  当第1四半期におけるわが国経済は、米国サブプライムローン問題を背景とした景気後退懸念、原油や原材料の価格

高騰、株価の下落などの不安要素が重なり不透明感が急速に増大いたしました。

　一方、物流業界におきましても設備投資や個人消費が鈍化しており、国内輸送量は依然として減少傾向が続きました。

また、原油価格の高騰によりトラックの燃料費も増大し続けたため、非常に厳しい状況が続きました。

 このような環境のなかで、当社グループは「第三次中期経営計画」の最終年度にあたり、本計画の目標であります連

結売上高1,000億円超の必達を目指し、攻めの営業で売上の拡大をはかるべく、全力で取り組んでまいりました。

セグメント別の営業状況につきましては、次の通りであります。

＜物流事業＞

　日用雑貨の保管及び輸送業務が新規業務として本格稼動となり、又、セメント製品輸送業務の新規取扱がありまし

た。その他、既存業務として建設機械の取扱増加や特殊車両輸送業務の増加等があり、貨物自動車運送事業・倉庫業

は増収となりました。港湾運送事業では特殊鋼の輸出取扱や非鉄金属の輸入取扱が増加し、そして建設機械の輸出に

ついては、取扱増加と共に単価改定があり、全体として増収となりました。しかし、その他物流付帯事業については、

外航船収入における、大型プラント業務の終了に伴い減収となりました。

　その結果、物流事業の売上高は前年同期比5.0％増収の19,953百万円となりましたが、営業利益は燃料費を主とする

総コストの上昇、新規業務における初期稼動費用が増大し、前年同期比21.0％減益の720百万円となりました。

　

＜構内作業及び機械荷役事業＞

　構内作業としては、業務形態の見直しにより、請負業務の減少に加え、食料品関係の取扱が減少し、減収となりま

した。機械荷役作業としては、案件が若干多くなり、微増収となりました。

　その結果、構内作業及び機械荷役事業の売上高は前年同期比1.5％減収の3,872百万円、営業利益は前年同期比

10.5％減益の222百万円となりました。

＜その他事業＞

　地代収入は、日用雑貨の新規受注に伴う施設増床等により増収となりました。

建設業については、大型移設案件が減少し減収となりました。派遣事業については、業務形態の見直しによる、請負

作業からの切替により増収となりました。

　その結果、その他事業の売上高は前年同期比9.6％増収の855百万円となりましたが、営業利益は総コストの増大に

より前年同期比9.6％減益の99百万円となりました。

 

　以上の結果、当第1四半期の連結経営成績につきましては、売上高は24,681百万円（前年同期比4.1％増）、営業利

益は1,042百万円（前年同期比17.9％減）、経常利益は1,141百万円（前年同期比17.0％減）、そして四半期純利益は

672百万円(前年同期比17.4％減）となりました。

２．連結財政状態に関する定性的情報

 

　　　　①資産、負債及び純資産の状況　　　　

　　　　（総資産）

　当第1四半期の総資産は、102,325百万円と前期末と比べ　1,928百万円増加いたしました。特に投資有価証券が

前期末に比べ　1,320百万円増加いたしました。その主な要因は、上場株式の時価上昇によるものです。

　　　　（純資産）

　当第1四半期の純資産は、54,870百万円と前期末と比べ　1,105百万円増加いたしました。主な要因は、利益剰

余金が前期未と比べ350百万円増加し、また、その他有価証券評価差額金が前期末と比べ　829百万円増加したと

ことによるものです。
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　　　　②キャッシュ・フローの状況　　　　

 当第１四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末より

1,217百万円減少し、11,329百万円となりました。

当第1四半期連結累計期間におけるキャッシュ・フローの状況と要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は1,294百万円となりました。これは、税金等調整前四半期純利益1,119百万円及び

減価償却費851百万円の計上はあったものの、仕入債務の減少額233百万円、売上債権の増加額161百万円及び法人

税等の支払額319百万円を反映したものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は1,131百万円となりました。

これは、主に物流拠点の拡充として、神奈川県相模原市及び茨城県笠間市の新倉庫建設並びに神奈川県横浜市の

自動車整備工場の新設にともなう有形固定資産の取得による支出額1,045百万円を反映したものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は1,528百万円となりました。これは、主に借入金の減少額1,158百万円及び配当金

支払369百万円による支出を反映したものです。

３．連結業績予想に関する定性的情報

      当期（平成20年4月1日～平成21年3月31日）の見通し

　今後におけるわが国の経済は、景気後退懸念が予想される中、当社グループにおいては、燃料費を主とする総

コストの上昇及び新規業務における初期投資費用の増加を見込み、前回発表の業績予想（平成20年5月12日）を次

の通り修正いたしました。

第2四半期累計期間　営業利益2,000百万円、経常利益2,100百万円、当期純利益1,400百万円

通期　　　　　　　 営業利益4,100百万円、経常利益4,300百万円　当期純利益2,700百万円

４．その他

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）

　該当事項はありません。

（２）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

　当第１四半期連結会計期間期末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認め

られるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定しております。

（３）四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更

①当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表

規則」に従い四半期連結財務諸表を作成しております。

     ②棚卸資産の評価基準及び評価方法の変更　

　貯蔵品については、従来、最終仕入原価法によっておりましたが、当第１四半期連結会計期間より「棚卸資産

の評価に関する会計基準」（企業会計基準９号平成１８年７月５日）が適用されたことに伴い、最終仕入原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）により算定しております。これによる、

損益への影響はありません。

     ③リース取引に関する会計基準の適用

　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第１３号（平成５年６月１７日（企業会計審議

会第一部会）、平成１９年３月３０日改正））および「リース取引に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準

適用指針第１６号（平成６年１月１８日（日本公認会計士協会　会計制度委員会）、平成１９年３月３０日改

正））が平成２０年４月１日以降開始する連結会計年度に係る四半期連結財務諸表から適用することができるこ

とになったことに伴い、当第１四半期連結会計期間から平成２０年４月１日以降リース取引開始となる契約にこ

れらの会計基準等を適用し、通常の売買取引に係る会計処理によっております。また、所有権移転外ファイナン

ス・リース取引に係るリース資産の減価償却の方法については、リース期間を耐用年数とし、残存価格を零とす

る定額法を採用しております。なお、リース取引開始日が適用初年度前の所有権移転外ファイナンス・リース取

引については、引き続き、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を採用しております。これによる、損

益に与える影響はありません。　

     ④連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱いの摘用

　当第１四半期連結会計期間より、「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理に関する当面の取扱い」

（実務対応報告第18号　平成18年５月17日）を摘用しております。

　これによる、損益に与える影響はありません。
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５．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末 
(平成20年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

資産の部   
流動資産   
現金及び預金 5,733 5,952 
受取手形及び営業未収金 20,150 19,880 
有価証券 3,615 4,612 
未成工事支出金 32 4 
貯蔵品 147 132 
前払費用 1,018 544 
繰延税金資産 837 596 
その他 3,308 3,025 
貸倒引当金 △46 △45 

流動資産合計 34,798 34,703 
固定資産   
有形固定資産   
建物及び構築物（純額） 22,456 22,823 
機械及び装置（純額） 1,500 1,519 
車両運搬具（純額） 1,416 1,418 
工具、器具及び備品（純額） 109 115 
リース資産（純額） 64 － 
土地 16,414 16,414 
建設仮勘定 1,055 262 
有形固定資産合計 43,017 42,554 

無形固定資産   
のれん 196 213 
その他 1,937 1,913 
無形固定資産合計 2,133 2,126 

投資その他の資産   
投資有価証券 16,743 15,423 
長期貸付金 256 226 
繰延税金資産 57 38 
その他 5,503 5,500 
貸倒引当金 △186 △178 

投資その他の資産合計 22,375 21,011 

固定資産合計 67,526 65,692 

資産合計 102,325 100,396 



（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末 
(平成20年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成20年３月31日) 

負債の部   
流動負債   
支払手形及び営業未払金 9,780 9,986 
短期借入金 9,740 15,756 
未払金 1,071 970 
未払法人税等 707 388 
未払消費税等 271 138 
未払費用 3,003 1,529 
賞与引当金 663 1,172 
役員賞与引当金 1 1 
その他 858 748 
流動負債合計 26,097 30,692 

固定負債   
社債 5,000 5,000 
長期借入金 9,619 4,761 
繰延税金負債 3,420 2,802 
退職給付引当金 2,439 2,593 
役員退職慰労引当金 3 3 
訴訟損失引当金 42 － 
その他 832 778 
固定負債合計 21,356 15,939 

負債合計 47,454 46,631 
純資産の部   
株主資本   
資本金 9,117 9,117 
資本剰余金 7,847 7,847 
利益剰余金 34,913 34,563 
自己株式 △2,160 △2,159 

株主資本合計 49,718 49,369 
評価・換算差額等   
その他有価証券評価差額金 5,182 4,352 
為替換算調整勘定 △212 △144 

評価・換算差額等合計 4,969 4,208 
少数株主持分 181 187 
純資産合計 54,870 53,764 

負債純資産合計 102,325 100,396 



（２）四半期連結損益計算書 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

営業収益 24,681 
営業原価 22,647 
営業総利益 2,034 

販売費及び一般管理費 992 
営業利益 1,042 
営業外収益  
受取利息 5 
受取配当金 161 
持分法による投資利益 13 
その他 47 
営業外収益合計 228 

営業外費用  
支払利息 94 
その他 35 
営業外費用合計 129 

経常利益 1,141 

特別利益  
固定資産売却益 25 
貸倒引当金戻入額 1 
特別利益合計 26 

特別損失  
固定資産除売却損 6 
訴訟損失引当金繰入額 42 
特別損失合計 48 

税金等調整前四半期純利益 1,119 

法人税、住民税及び事業税 634 
法人税等調整額 △171 

法人税等合計 462 

少数株主利益 △15 

四半期純利益 672 



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー  
税金等調整前四半期純利益 1,119 
減価償却費 851 
のれん償却額 7 
受取利息及び受取配当金 △167 
支払利息 94 
持分法による投資損益（△は益） △13 
固定資産廃棄損 6 
固定資産売却損益（△は益） △25 
売上債権の増減額（△は増加） △161 
たな卸資産の増減額（△は増加） △42 
仕入債務の増減額（△は減少） △233 
未払消費税等の増減額（△は減少） 112 
その他 5 
小計 1,553 
利息及び配当金の受取額 186 
利息の支払額 △125 
法人税等の支払額 △319 

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,294 
投資活動によるキャッシュ・フロー  
有形固定資産の取得による支出 △1,045 
有形固定資産の売却による収入 41 
無形固定資産の取得による支出 △189 
貸付けによる支出 △38 
その他 100 

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,131 

財務活動によるキャッシュ・フロー  
短期借入金の返済による支出 △6,258 
長期借入れによる収入 5,108 
長期借入金の返済による支出 △8 
自己株式の売却による収入 0 
自己株式の取得による支出 △1 
配当金の支払額 △369 
少数株主への配当金の支払額 △0 

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,528 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △41 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,406 

現金及び現金同等物の期首残高 12,547 
新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 189 
現金及び現金同等物の四半期末残高 11,329 



　    当連結会計年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号）及び「四半期財務諸表に関する

　　会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第14号）を適用しております。また、「四半期連結財務諸表規則」に

　　従い四半期連結財務諸表を作成しております。

（４）継続企業の前提に関する注記

　該当事項はありません。

（５）セグメント情報

ａ．事業の種類別セグメント情報

当第1四半期連結累計期間（自　平成20年４月１日　～　至　平成20年6月30日）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：百万円）

区分 物流事業
構内作業及
び機械荷役
事業

その他事業 計
消去又は
全社

連結

売上高及び営業損益       

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 19,953 3,872 855 24,681 － 24,681

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ － 107 107 (107) －

計 19,953 3,872 963 24,789 (107) 24,681

営業費用 19,232 3,650 864 23,747 (107) 23,639

営業利益 720 222 99 1,042 (－) 1,042

　（注）１．事業区分の方法

　事業区分の方法は事業の内容及びその相互関連性に基づき区分しております。

２．各事業区分の主な事業の内容

 

事業区分 主要な事業内容

物流事業

貨物自動車運送事業、貨物自動車利用運送事業、一般港湾運送事業、港湾荷役事

業、船内荷役事業、艀運送事業、沿岸荷役事業、倉庫業、鉄道利用運送事業、通

関業、梱包業、海上運送事業、内航海運業、内航海運利用運送事業、航空利用運

送業、航空運送代理店業

構内作業及び機械荷

役事業

工場構内での原料、製品、重量物、精密機械等の移送、組立、充填、構内倉庫へ

の保管、入出荷作業とこれらに附帯する諸作業並びに機械の賃貸

その他事業 建設業、警備業、産業廃棄物処理業、不動産業、保険代理業、自動車整備業

 

 

ｂ．所在地別セグメント情報

　当第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

全セグメントの売上高の合計額に占める本邦の割合が、いずれも90％を超えているため、その記載を省略してお

ります。　

ｃ．海外売上高

　当第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

海外売上高は、売上高の10％未満のため、その記載を省略しております。　

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

　該当事項はありません。

－ 1 －



「参考資料」

前四半期に係る財務諸表等

（１）（要約）四半期連結損益計算書

　　　前第１四半期連結累計期間（平成19年４月１日～６月30日）

科目

前年同四半期
（平成20年３月期

第1四半期）

金額（百万円）

 
Ⅰ　営業収益

23,719

Ⅱ　営業原価 21,512

営業総利益 2,206

Ⅲ　販売費及び一般管理費 936

営業利益 1,269

Ⅳ　営業外収益 231

受取利息及び配当金　 163

持分法による投資利益　 29

雑収入　 38

Ⅴ　営業外費用 125

支払利息　 87

雑損失　 37

経常利益 1,375

Ⅵ　特別利益 8

Ⅶ　特別損失 3

税金等調整前四半期純利益 1,380

法人税・住民税及び事業税 463

　法人税等調整額 95

　少数株主利益 6

四半期純利益 814

－ 2 －



（２）セグメント情報

ａ．事業の種類別セグメント情報

前第1四半期連結累計期間（自　平成19年４月１日　～　至　平成19年6月30日）

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：百万円）

区分 物流事業
構内作業及
び機械荷役
事業

その他事業 計
消去又は
全社

連結

売上高及び営業損益       

売上高       

(1）外部顧客に対する売上高 19,006 3,932 780 23,719 － 23,719

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ － 109 109 (109) －

計 19,006 3,932 890 23,828 (109) 23,719

営業費用 18,094 3,683 780 22,558 (109) 22,449

営業利益 911 248 109 1,269 (－) 1,269

　（注）１．事業区分の方法

　事業区分の方法は事業の内容及びその相互関連性に基づき区分しております。

２．各事業区分の主な事業の内容

 

事業区分 主要な事業内容

物流事業

貨物自動車運送事業、貨物自動車利用運送事業、一般港湾運送事業、港湾荷役事

業、船内荷役事業、艀運送事業、沿岸荷役事業、倉庫業、鉄道利用運送事業、通

関業、梱包業、海上運送事業、内航海運業、内航海運利用運送事業、航空利用運

送業、航空運送代理店業

構内作業及び機械荷

役事業

工場構内での原料、製品、重量物、精密機械等の移送、組立、充填、構内倉庫へ

の保管、入出荷作業とこれらに附帯する諸作業並びに機械の賃貸

その他事業 建設業、警備業、産業廃棄物処理業、不動産業、保険代理業、自動車整備業

 

ｂ．所在地別セグメント情報

　前第１四半期連結累計期間（自平成19年４月１日　至平成19年６月30日）

全セグメントの売上高の合計額に占める本邦の割合が、いずれも90％を超えているため、その記載を省略してお

ります。　

ｃ．海外売上高

　前第１四半期連結累計期間（自平成19年４月１日　至平成19年６月30日）

海外売上高は、売上高の10％未満のため、その記載を省略しております。　

－ 3 －
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